	医薬品卸売業


医療用医薬品は、高齢者の増加による生活習慣病薬等の需要増加や、ワクチン接種の特需もあり、堅調に推移している。ただし、昨春の薬価改定や、後発薬のウエイトの高まりにより、各社の売上高は小幅な増加にとどまっている。
一般用医薬品は、風邪薬や花粉症薬等の季節商品で動きがみられるが、医療用医薬品に比べるとやや伸び悩んでいる。ただし、一般用医薬品を扱う企業は医薬部外品等も扱っており、これら関連商品をあわせると、まずまずの動きといえる。

業界概要
医薬品は、医療用医薬品(以下、医療用)と、一般用医薬品(以下、一般用)に大別される。
医療用は医療機関（病院・診療所）が処方したり、調剤薬局が処方箋に基づいて消費者に販売する薬であり、一般用は消費者がドラッグストア・薬局・薬店等で購入する薬で、大衆薬、市販薬、ＯＴＣ（Over The Counter）薬とも呼ばれる。なお、医薬品の21年の生産高６兆８千億円のうち、医療用は90.5％を占めている（厚生労働省「薬事工業生産動態統計」）。

医療用は、新薬としての特許期間（20～25年）が切れると長期収載品となるが、これと同一成分の製品を他メーカーが後発薬（ジェネリック）として、より低価格で製造・販売したり、または、一般用に転用し、スイッチ薬として製造・販売する場合がある。
一般用は副作用の程度によって、第１～３類に分類される（平成21年の薬事法改正）。第１類は、薬剤師のみ販売可能であるが、第２類、第３類は登録販売者（都道府県が行う認定試験と実務経験によって資格を得る）も販売可能となり、販売チャネルは増えている。　　　

近年、医療費抑制のために、医療用のうち後発薬の使用や、軽い病気では一般用の購入（セルフメディケーション）が求められている。

卸売業者は、医療用と一般用、双方を扱うが、後述のように一般用ではメーカーが直販する例もあることから、医療用を主に扱う企業が多い。一般用を扱う企業では、関連して医薬部外品（整腸薬、ビタミン剤、殺菌消毒剤等）、衛生医療品、化粧品、石鹸等も扱っている。
医薬品の流通は、メーカー→卸売業→医療機関又はドラッグストア・薬局・薬店等が基本であるが、一般用や後発薬ではメーカーが自ら卸売機能をもち、直販する例もみられる。

大阪府の19年の医薬品卸売業は、事業所数 387、
従業者数10,310人、年間商品販売額１兆2,636億円となっている。それぞれの対全国比は、8.5％、10.4％、8.2％で、いずれも東京都に次いで全国第２位のシェアを占めている（経済産業省『商業統計表』産業編、都道府県表）。 ちなみに、大阪府医薬品卸協同組合の会員数は、21年度末で12社、うち大阪本社企業５社となっている（全国団体である日本医薬品卸業連合会の会員数は、355社、うち本社は98社）。後述のように近年の企業合併により本社数は、ここ10年間で半減した。
医療用は堅調
医療用の販売は堅調に推移している。これは、高血圧、糖尿病、高脂血症等の生活習慣病の治療薬及び抗がん剤等が引き続き堅調に推移していることや、21年秋から22年にかけて流行した新型インフルエンザの特需がみられた後も、公費負担によるワクチン接種（子宮頸ガン予防、小児用肺炎球菌）の特需が続いているためである。ただし、各社の売上高は小幅な増加にとどまっている。これは、22年春に薬価改定があり、販売価格が低下したことや、新薬より低価格の後発薬のウェイトが高まっているためである。
後発薬は長期の薬物療法が必要となる生活習慣病向けを中心に販売が伸びている。20年の薬事法改正による処方箋様式の変更（後発薬へ変更できない場合のみ医師が署名）や、入院医療費を出来高払いから定額払いへ移行させる病院の増加等の使用促進策もあって、後発薬のシェアは21年度は数量ベースで20.3％、金額ベースで8.5％に高まっている（日本ジェネリック製薬協会）。なお、厚生労働省では24年度までに数量ベースで30％に拡大する目標が掲げられている。

調剤薬局向けの販売が伸びる

医療用の販売先では、医療機関、調剤薬局向けとも増加しているが、医薬分業が進む中で、調剤薬局向けの伸びがより大きく、とくに後発薬でこの傾向が強い。　　　　

近年、大型商業施設等の中に医療モール（複数の診療所が集積）が開設される例がみられるが、隣接して調剤薬局も開設されている。このほか、ドラッグストアでは、調剤コーナーも併設し、医療用の販売に力を入れる例が増えている。
一般用は医薬部外品等をあわせるとまずまずの伸び

主要季節商品である風邪薬については、21年秋から22年にかけて流行した新型インフルエンザに関連した需要がみられた。新型インフルエンザに対しては、医療機関を受診する例が多かったが、一般用の風邪薬も例年以上の需要がみられたようである。そして、一般用とあわせて扱う殺菌消毒剤、うがい薬、薬用手洗い石鹸、ビタミン剤等の医薬部外品、マスク等の衛生医療品の販売も順調に推移した。
22年秋から23年にかけても、風邪薬の販売は順調に推移し、さらに、23年３月中旬段階では花粉症薬、点眼薬及び、マスク、鼻腔洗浄器等の衛生医療品もまずまずの販売となった。

このように、一般用は季節商品等で動きがみられるが、医療用に比べるとやや伸び悩んでいる。これは、健康維持（治療より病気予防）の分野では、医薬部外品、特定保健用食品（トクホ）、栄養機能食品（サプリメント）の品揃えが充実してきていること、増加傾向にある高齢者では、生活習慣病を中心に慢性や複数の疾患を抱える場合が多く、治療薬は医療用が中心となることが指摘される。
以上のように、一般用のみではやや伸び悩んでいるが、医薬部外品等の関連商品を一緒に扱う企業が多いため、これら関連商品をあわせると、まずまず堅調といえる。
収益は厳しい
需要は堅調であるが、納入価格は弱含みである。医療用では22年春の薬価改定によって、価格が低下し、さらに、医療機関の薬価差益の縮小に対応した納入価格の値下げ要請も厳しい。さらに、後発薬のウエイトが高まっているが、新薬に比べると低価格のため、その分、販売額は低下している。
このほか、取引面で、大手病院、ドラッグストアチェーン、調剤薬局チェーンでは、仕入先の卸売企業を選別し、数社に絞り込む例がみられる。さらに、国立病院機構や社会保険病院等では、従来、各地域の病院ごとに個別に行われていた仕入交渉が、東京本部で一括交渉されるようになっている。この場合、各病院への配送は個別に行うことが求められるため、自社の営業拠点や物流センターが全国に設置されていることが必要となる。このため、広域的に対応できる大企業でないと取引が難しくなるが、こうした動きが後でみるような業界内の経営統合をさらに促す一因になっているとも言われる。
設備投資、雇用には前向き

大手病院、大手調剤薬局チェーンでは、緊急配送や小口多頻度配送（一日２、３回）を要求する例が多く、こうした顧客ニーズに対応するために、各社とも物流センターの整備や新設、配送システムの革新には前向きに取り組んでいる。なお、医薬品の在庫、保管、物流には薬事法の規制があり、他業種と比べて手間とコストがかかる取組が求められている。
従業者は正規社員、非正規社員とも増員している企業が多い。物流業務に関連して、物流センター内のピッキング作業、営業車による配送は主に非正規社員が対応している。
大規模化による取引交渉力の強化
卸売企業の合併は12年頃より本格化し、その後、中小卸売企業の吸収や、合併した企業同士のさらなる合併、共同持株会社設立による経営統合が続いた。
20年秋には業界第１位と第２位の企業グループの統合が発表されたものの、翌21年に白紙撤回され、その後、経営統合は小康状態となっている。

一方、仕入先である医薬品メーカーの合併は一段落しているものの、販売先であるドラッグストアや調剤薬局は大型小売店等との業務提携、総合商社と組んだ資本力の強化等によって取引交渉力を強めている。さらに、大病院等では前述のとおり、交渉窓口の一本化といった動きがあるため、卸売企業においては、大規模化による取引交渉力の強化が必要とされ、さらなる再編・集約を必要とする声も強い。
今後の見通し
医療用に対する需要は、高齢者人口の増加もあって、着実に高まっており、一般用も医薬部外品等の関連商品をあわせて、まずまず堅調な動きが続くとみられる。
ただし、医療費抑制に向けて、薬剤費削減が求められていることや、納入先である大手病院、大手調剤チェーン、ドラッグストア等が取引交渉力を強めていることもあり、収益は一層厳しくなることが予想される。

東日本大震災の影響について、大阪本社企業では自社の営業・物流拠点が大きな損壊を受けた企業はないが、持株会社によって経営統合し、同じグループとなった企業の一部営業拠点が被災した例がみられる。
なお、被災地に向けて、感染症や高血圧等の医薬品の緊急輸送は、医薬品の卸売業・製造業の業界団体(東京本部)が倉庫・物流企業等の協力を得て進められた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（松岡　信明）
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